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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

第３四半期連結
累計期間

第68期
第３四半期連結
累計期間

第67期
第３四半期連結
会計期間

第68期
第３四半期連結
会計期間

第67期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 8,346 9,482 2,937 3,045 11,228

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△72 60 △12 0 △74

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（百万円）
△115 39 △31 16 14

純資産額（百万円） － － 1,635 1,675 1,765

総資産額（百万円） － － 10,992 13,081 10,865

１株当たり純資産額（円） － － 136.93 140.34 147.81

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△9.66 3.29 △2.62 1.39 1.18

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 14.87 12.81 16.24

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
133 254 － － 151

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△520 △2,208 － － △246

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
406 2,282 － － 85

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 1,075 1,371 1,047

従業員数（人） － － 227 222 223

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　      ３．第67期、第68期第３四半期連結累計期間及び第68期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。また、第67期第３四

半期連結累計期間及び第67期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません 。　
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

   

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

   

４【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 222     

　（注）　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であります。

（2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 222     

　（注）　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。
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第２【事業の状況】

１【事業部門別売上高、輸送品目別トン数及び売上高の状況】

（1） 事業部門別売上高明細

　当第３四半期連結会計期間における事業部門別トン数及び売上高をセグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。

セグメントの名称
トン数
（千トン）

前年同四半期比　
（％）　

売上高
（百万円）

前年同四半期比
（％）

［海運事業］                 

内航事業 517 0.7 1,271 6.4

外航事業 90 △23.5 253 △7.7

［港運・倉庫事業］                 

港運事業 334 △0.6 1,250 1.9

倉庫事業 24 △36.4 268 12.0

［その他事業］                 

商事・賃貸事業 － － 2 △7.8

合計 966 △4.0 3,045 3.7

　（注）１. セグメント間の取引については相殺消去しております。

 　 　　２. 前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績

の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

　
金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

ヤマトスチール㈱ 563 19.2 600 19.7

ＪＦＥ物流㈱グループ 244 8.3 332 10.9

　    　３. 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

 （2） 輸送品目別トン数及び売上高明細

　当第３四半期連結会計期間における輸送品目トン数及び売上高を示すと、次のとおりであります。

輸送品目別
トン数
（千トン）

前年同四半期比
（％）

売上高
（百万円）

前年同四半期比
（％）

鉄鋼 529 △1.9 1,355 0.6

飼料 25 △12.4 44 △5.1

農水産品 28 △16.3 141 △4.3

油糧 23 △3.3 34 2.0

鉱石類  13 △41.4 13 95.5

機械類 26 100.4 110 107.7

紙・パルプ 2 355.4 15 3,297.4

その他貨物 315 △7.6 1,326 2.2

合計 966 △4.0 3,043 3.7

　（注）１．内航事業・外航事業・港運事業・倉庫事業を合算したものであります。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

  当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

３【経営上の重要な契約等】

　     当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　  (1)　業績の状況

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、アジア向け輸出企業の業績回復を背景に、一部に景気の持ち

直しの動きが見られたものの、円高の進行や雇用環境の改善が進まないこと、政府の経済対策の打ち切りや縮小に

より、景気は足踏み状態を迎える展開となりました。

　内航事業では、主要取扱品目である鋼材の国内需要が公共工事の縮小や設備投資の鈍化により弱く、上半期と比

較すると弱含みで推移いたしました。その結果、売上高1,271百万円（前年同期比6.4％増）、営業利益34百万円

（前年同期比6.8％増）を計上いたしました。また、外航事業にありましては、東南アジア経済の回復とともに取扱

量も回復しつつありますが、船腹過剰による運賃の下落が激しく、運航採算は悪化しました。その結果、売上高253

百万円（前年同期比7.7％減）、営業損失60百万円（前年同期は73百万円の損失）を計上いたしました。

　港運事業にありましては、輸入雑貨、食品類の底堅い取扱と、管理経費の圧縮等による効果もあって、売上高1,250

百万円（前年同期比1.9％増）、営業利益65百万円（前年同期比15.4％増）を計上いたしました。倉庫事業は、平成

22年４月に稼動開始した神戸物流センターが漸く旧倉庫集約による効率化と幅広い貨物の取扱の増嵩もあって売

上高268百万円（前年同期比12.0％増）、営業損失０百万円（前年同期は２百万の利益）を計上いたしました。

　これらの結果、兵機グループの当第３四半期連結会計期間の業績は売上高3,045百万円（前年同期比3.7％増）、

営業利益38百万円（前年同期比112.8％増）、経常利益０百万円（前年同期は12百万円の損失）、これに投資有価

証券評価損失戻入益が発生したことから四半期純利益16百万円（前年同期は31百万円の損失）を計上いたしまし

た。

　

　　(2)　キャッシュ・フローの状況

　　　　当第３四半期末の現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ324百万円増加し（前年同期は18百万円の増加）、

1,371百万円となりました。

　      当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

     （営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　営業活動の結果、獲得した資金は44百万円（前年同期は69百万円の獲得）となりました。これは、減価償却費121

百万円等に対して、売上債権の増加24百万円、仕入債務の減少10百万円などによるものであります。

　   （投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　投資活動の結果、使用した資金は28百万円（前年同期は38百万円の使用）となりました。これは、長期貸付金の

実行38百万円、有形固定資産の取得10百万円等に対して、長期貸付金の回収20百万円があったことによるもので

あります。

　　 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動の結果、得られた資金は3百万円（前年同期は73百万円の獲得）となりました。これは、長期借入れによ

る収入300百万円に対して、短期借入の返済100百万円、長期借入金の返済による支出196百万円などによるもの

であります。

　

　  (3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

       　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

　  (4)　研究開発活動

　       該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
（1）主要な設備の状況

　　　　 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　　

（2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,240,000 12,240,000
大阪証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は、

1,000株であります

計 12,240,000 12,240,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　　

　　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式　
総数増減数
（千株）

発行済株式　
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額　　
（百万円）

資本準備金
残高　　
（百万円）

　平成22年10月１日～

　平成22年12月31日
－ 12,240 － 612 － 33

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

　　　①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式       378,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　  11,795,000 11,795 ―

単元未満株式 普通株式        67,000 ― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 12,240,000 ― ―

総株主の議決権 ― 11,795 ―

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

兵機海運株式会社

神戸市中央区港島

３丁目６番地１
262,000― 262,000 2.14

(相互保有株式)

株式会社吉美

兵庫県姫路市大津区吉美

209番地の２
116,000― 116,000 0.95

計 ― 378,000― 378,000 3.09
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 176 171 161 164 169 158 168 160 158

最低（円） 161 156 157 160 153 153 148 148 143

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　　役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日
　取締役社長
（代表取締役）

－
　取締役社長
（代表取締役）

営業本部長 大東　洋治 平成22年10月１日

　専務取締役  営業本部長 　常務取締役
 中国支店長
営業副本部長

平井　清隆 平成22年10月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、大阪監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,371 1,047

受取手形及び売掛金 1,659 1,565

原材料及び貯蔵品 40 37

その他 542 414

貸倒引当金 △6 △5

流動資産合計 3,608 3,060

固定資産

有形固定資産

建物及び建物付属設備 4,400 2,029

減価償却累計額 ※1
 △1,355

※1
 △1,306

建物及び建物付属設備（純額） ※2
 3,044

※2
 722

船舶 4,180 4,170

減価償却累計額 △1,331 △1,142

船舶（純額） 2,849 3,028

土地 1,623 1,623

その他 449 332

減価償却累計額 △303 △297

その他（純額） 145 35

建設仮勘定 － 500

有形固定資産合計 7,663 5,910

無形固定資産

その他 23 23

無形固定資産合計 23 23

投資その他の資産

投資有価証券 1,068 1,260

その他 733 624

貸倒引当金 △16 △13

投資その他の資産合計 1,785 1,871

固定資産合計 9,473 7,805

資産合計 13,081 10,865
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,125 1,100

短期借入金 4,225 3,991

未払法人税等 16 5

賞与引当金 0 3

移転費用引当金 － 40

その他 90 79

流動負債合計 5,458 5,220

固定負債

長期借入金 5,317 3,266

退職給付引当金 236 240

債務保証損失引当金 163 163

船舶修繕引当金 65 58

その他 165 151

固定負債合計 5,947 3,880

負債合計 11,406 9,100

純資産の部

株主資本

資本金 612 612

資本剰余金 33 33

利益剰余金 1,018 978

自己株式 △76 △75

株主資本合計 1,587 1,548

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 170 289

繰延ヘッジ損益 △82 △73

評価・換算差額等合計 87 216

純資産合計 1,675 1,765

負債純資産合計 13,081 10,865
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 8,346 9,482

売上原価 7,328 8,282

売上総利益 1,017 1,199

販売費及び一般管理費 ※
 1,024

※
 1,050

営業利益又は営業損失（△） △6 149

営業外収益

受取利息 9 11

受取配当金 22 17

持分法による投資利益 16 15

その他 9 15

営業外収益合計 58 60

営業外費用

支払利息 102 135

為替差損 6 4

その他 15 9

営業外費用合計 123 149

経常利益又は経常損失（△） △72 60

特別利益

貸倒引当金戻入額 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失

投資有価証券評価損 32 6

投資有価証券売却損 0 －

長期前払費用償却 13 －

ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 0 0

特別損失合計 45 7

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△118 53

法人税等 △2 13

四半期純利益又は四半期純損失（△） △115 39
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 2,937 3,045

売上原価 2,576 2,657

売上総利益 360 387

販売費及び一般管理費 ※
 342

※
 348

営業利益 18 38

営業外収益

受取利息 2 4

受取配当金 5 4

持分法による投資利益 3 2

その他 3 2

営業外収益合計 15 14

営業外費用

支払利息 33 44

為替差損 6 3

その他 6 3

営業外費用合計 46 51

経常利益又は経常損失（△） △12 0

特別利益

投資有価証券評価損戻入益 － 17

特別利益合計 － 17

特別損失

投資有価証券評価損 4 －

投資有価証券売却損 0 －

長期前払費用償却 13 －

ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 0 0

特別損失合計 17 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△30 18

法人税等 1 1

四半期純利益又は四半期純損失（△） △31 16
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△118 53

減価償却費 236 364

投資有価証券評価損益（△は益） 32 6

為替差損益（△は益） 0 4

有形固定資産除却損 0 －

持分法による投資損益（△は益） △16 △15

退職給付引当金の増減額（△は減少） △8 △3

修繕引当金の増減額（△は減少） △5 6

受取利息及び受取配当金 △31 △28

支払利息 102 135

投資有価証券売却損益（△は益） 0 －

その他の損益（△は益） － △5

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 3

売上債権の増減額（△は増加） △139 △94

たな卸資産の増減額（△は増加） △0 －

仕入債務の増減額（△は減少） 135 25

未収消費税等の増減額（△は増加） － △108

その他 △44 2

小計 142 346

利息及び配当金の受取額 33 30

利息の支払額 △95 △123

法人税等の支払額 64 △3

その他 △11 5

営業活動によるキャッシュ・フロー 133 254

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △5 △4

投資有価証券の売却による収入 3 1

有形固定資産の取得による支出 △400 △2,123

有形固定資産の売却による収入 － 1

短期貸付金の増減額（△は増加） 29 △71

長期貸付けによる支出 △153 △50

長期貸付金の回収による収入 6 37

投資活動によるキャッシュ・フロー △520 △2,208

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 420 △100

長期借入れによる収入 1,000 2,900

長期借入金の返済による支出 △1,012 △516

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △0 △0

リース債務の返済による支出 － △0

その他 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 406 2,282

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 18 324

現金及び現金同等物の期首残高 1,057 1,047

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,075

※
 1,371
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 （1）資産除去債務に関する会計基準の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しております。

　　この変更による、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税

金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

　 （2）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関

する当面の取扱い」の適用

　　  第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基

準第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を

適用しております。

　　この変更による、当第３四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整

前四半期純利益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「有形固定

資産除却損」（当第３四半期連結累計期間は０百万円）及び「たな卸資産の増減額（△は増加）」（当第３四半期連

結累計期間は△２百万円）は重要性に乏しいため、当第３四半期連結累計期間においては、それぞれ「その他の損益

（△は益）」及び「その他」に含めて表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積もりを考慮した予算を策定

しているため、当該予算に基づく年間償却予定額を期間按分して算定してお

ります。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．税金費用の計算   税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれており

ます。

※１　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれており

ます。

※２　担保資産

　担保に供されている資産で、企業集団の事業の運営に

おいて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められるものは、次のとおり

であります。

建物 2,483百万円

※２　担保資産

　　

　

　

　

建物 138百万円

　３　他社の金融機関からの借入金に対して次のとおり保証

を行っております。

　３　他社の金融機関からの借入金に対して次のとおり保証

を行っております。

誠進海運㈲ 123百万円

幸盛海運㈱ 68 〃

英幸海運㈲ 60 〃

杉本海運㈲ 54 〃

小計 307百万円

債務保証損失引当額 163百万円

計 144百万円

 

誠進海運㈲ 124百万円

幸盛海運㈱ 68 〃

英幸海運㈲ 63 〃

杉本海運㈲ 54 〃

小計 311百万円

債務保証損失引当額 163百万円

計 148百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　給料手当 541百万円

　退職給付引当金繰入額 38　 〃

　貸倒引当金繰入額 0　 〃

　給料手当 559百万円

　退職給付引当金繰入額 20　 〃

　貸倒引当金繰入額 0　 〃

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　給料手当 186百万円

　退職給付引当金繰入額 12　 〃

　貸倒引当金繰入額 0　 〃

　給料手当 186百万円

　退職給付引当金繰入額 6　 〃

　貸倒引当金繰入額 0　 〃

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

 （百万円）

　現金及び預金勘定 1,075

　現金及び現金同等物 1,075

　

 （百万円）

　現金及び預金勘定 1,371

　現金及び現金同等物 1,371
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　12,240千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　 300千株 

 

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。  

　

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
海運事業
（百万円）

港運・倉庫
 事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

 消去又は
   全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1) 外部顧客に対する売上高 1,469 1,466 2 2,937 ― 2,937

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高
0 0 ― 0 (0) ―

計 1,469 1,466 2 2,937 (0) 2,937

営業利益又は営業損失（△） △41 58 0 18 ― 18

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
海運事業
（百万円）

港運・倉庫
 事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

 消去又は
   全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1) 外部顧客に対する売上高 4,179 4,160 6 8,346 ― 8,346

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高
0 0 ― 0 (0) ―

計 4,179 4,161 6 8,347 (0) 8,346

営業利益又は営業損失（△） △123 115 1 △6 ― △6

　（注）１．事業の取り扱いの種類、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行っております。

２．各事業の主な内容

（1）海運事業………………内航海運、外航海運

（2）港運・倉庫事業………港湾運送事業、倉庫事業

（3）その他事業……………不動産賃貸、商事業務

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

  全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

 

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

  全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　  海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

 

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　  海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

 

【セグメント情報】
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１．報告セグメントの概要　

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自平成

22年10月１日 至平成22年12月31日） 　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、営業本部を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、「海運事業」及び「港運・倉庫事

業」の２つを報告セグメントとしております。

「海運事業」は、内航海運及び外航海運の事業を行い、「港運・倉庫事業」は、港湾運送事業及び倉庫事業を行って

おります。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
（注）

合計
海運事業

港運・倉庫
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 4,920 4,555 9,476 6 9,482

セグメント間の内部売上高又は振替高 0 0 0 － 0

計 4,920 4,555 9,476 6 9,482

セグメント利益 12 136 148 0 149

　

  当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
（注）

合計
海運事業

港運・倉庫
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 1,524 1,518 3,043 2 3,045

セグメント間の内部売上高又は振替高 0 0 0 － 0

計 1,524 1,518 3,043 2 3,045

セグメント利益又は

セグメント損失（△）　
△25 64 38 0 38

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及び商事業務等を

含んでおります。
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）　

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 148

「その他」の区分の利益 0

セグメント間取引消去 △0

四半期連結損益計算書の営業利益 149

　

　当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 38

「その他」の区分の利益 0

セグメント間取引消去 △0

四半期連結損益計算書の営業利益 38

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月

21日）を適用しております。

　

（金融商品関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　長期借入金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著し

い変動が認められます。　

科目
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

長期借入金 5,317 5,287 △29

（注） 金融商品の時価の算定方法

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算出する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当

該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積

もられる利率で割り引いて算出する方法によっております。　

　

（資産除去債務関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　当社及び当社グループは、事務所及び倉庫等の不動産賃借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を有して

おりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現時点において将来退去する予定もないことから、

資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 140.34円 １株当たり純資産額 147.81円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 9.66円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため、記載しておりません 。　

１株当たり四半期純利益金額 3.29円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません

 。　

 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △115 39

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益

又は四半期純損失（△）（百万円）
△115 39

期中平均株式数（千株） 11,942 11,940

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 2.62円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため、記載しておりません 。　

１株当たり四半期純利益金額 1.39円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません

 。　

 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △31 16

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益

又は四半期純損失（△）（百万円）
△31 16

期中平均株式数（千株） 11,942 11,939

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月10日

兵機海運株式会社

取締役会　御中

大阪監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 高畠　明徳　　印

 業務執行社員  公認会計士 藤田　貴大　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兵機海運株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、兵機海運株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月10日

兵機海運株式会社

取締役会　御中

大阪監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 高畠　明徳　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　郁生　　印

 業務執行社員  公認会計士 藤田　貴大　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兵機海運株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、兵機海運株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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